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通知書


貴社が制作し、ニコニコ動画、Youtubeなどのネットサービスに配信している『真相深
入り！虎ノ門ニュース』の11月15日配信分(以下、「本件番組」といいます)は、何ら
の根拠なく且つ客観的事実に反して当社の名誉を著しく毀損するものであり、当社と
して、到底看過できるものではありません。本件番組は対談番組の形式をとっており、
以下の点について、番組出演・発言者としての百田氏、石氏、また番組制作・配信社
としての貴社の説明を求めます。


1．本件番組は、Youtubeで視聴可能の状況になっていました。本件番組について、
これまで行った放送実績、ネット・サービスへの配信実績を全てお示し下さい。


2．本件番組では、石氏が「もう『毎日新聞』は新聞紙としての価値がまったくないん
ですよ」と発言しています。しかし、当社は日本新聞界のグランプリである新聞協会賞
(編集部門)を新聞社の中で、直近の2016年も含め最多の28回受賞するなど、社会
から高く評価されています。発言は事実に反したうえ、かつ何の論拠も示さず、当社に
対する誹謗中傷を行ったと考えます。
さらに、石氏は「これ(『毎日新聞』)は新華社通信を伝える役割すら果たしていない
ですよ」とも述べています。これも、報道機関である当社に対して、外国通信社の伝達
ーーここから2枚目ーー
を役割とする宣伝機関に貶める「虚偽の規定」を行って、当社の社会的評価を低下さ
せた発言だと考えます。石氏、貴社のご見解を説明するように求めます。


3．本件番組では、1．の石氏の発言の後、百田氏が「この(毎日新聞のこと)一面には
トランプの記事がないんですね」と発言しています。しかし、前述のように11月15日付
毎日新聞朝刊一面には「緊急インタビュー トランプの米国」が掲載されています。真
実ではない発言について、百田氏、貴社のご見解を説明するように求めます。
さらに、本件番組では、この後に百田氏は「研究所の人の言葉が載っていますけど
も」と発言しています。トランプ氏に関するインタビュー記事が掲載されていることを認
識していながら、前述の「一面にはトランプの記事がないんですね」の発言をされたの
でしょうか。この点についても、百田氏、貴社のご見解を説明するように求めます。


4．本件記事では、石氏が続けて、「でも、毎日新聞の意味合いはあるのですよ。要
するに日本のマスコミはいかにバカなものであるかを示す。毎日、示す。それが『毎日
新聞』の役割ですわな。我々がバカですよ、と。毎日バカ社」と発言しています。しかし、
当社は前述のとおり、報道機関の役割を十分果たしていることは客観的事実であり、こ
れを無視したうえ、何の論拠も示さず、当社に対する誹謗中傷を繰り返したと考えます。
特に、石氏の発言については、百田氏が発言を抑えるように要求しています。石氏の
発言が当社に対する誹謗中傷、名誉毀損であることを、対談者として認識していたこ
とを示しているといえます。石氏、百田氏、貴社のご見解を説明するように求めます。


5．以上2乃至4で指摘した通り、本件番組は当社の名誉を明らかに毀損したもので
あり、これにつきいかなる措置を採る予定か、ご説明ください。


上記1乃至5について、貴社並びに百田氏、石氏より本書状の受領より7日以内に、
回答されることを求めます。
事実ではない発言をし、さらに誹謗中傷を繰り返す番組を制作し、ネット配信するな
どして当社の社会的評価を低下させることは、当社に対する名誉毀損に他なりません。
誠実な回答をされない場合や、皿には当社が蒙った社会的評価低下に対する誠実
な回復策(ネット上に現在も残る本件番組の削除、本社に対する謝罪番組の放送、配
信等)が示されない場合には、当社として法的措置を含めた相応の措置を検討してい
ることを申し添えます。
また、当社は、本件番組を二次利用した記事を掲載した雑誌を出版したワック株式
会社にも、本書状と同趣旨の書状を送付しています。


なお、本書状は、当社の名誉を毀損する本件番組について、貴社、百田氏、石氏に
ーーここから3枚目ーー
説明を求めるために送付したものであり、当社に無断で本書状の文面を引用、公表
することがないように求めます。
以上